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１．はじめに

⑴ 「公売」とは

公売」というと皆さんはどのようなイメー

ジをお持ちでしょうか。

公売は、滞納国税を徴収するために差押財産

を公開された競争市場で売却する終局的な滞納

処分ですが、あまり耳慣れない言葉ではないで

しょうか。それに比べ、「オークション」とい

う言葉は、最近では、インターネットオークシ

ョンなどもあり、多くの方がお聞きになったこ

とがあるでしょう。

公売の方法には、「入札」と「競
せ
り売
う
り」が

あります。入札は、入札者が入札をして、開札

の結果、最も高い価額で入札した方がその財産

を買い受ける権利を取得する方法で、入札期間

中、入札者は他の方がいくらで入札したかを知

り得ません。一方、競り売りは、買受申込者同

士が順次価額を競り上げていって、最終的に最

も高い価額で申し込んだ方がその財産を買い受

ける権利を取得する方法です。

オークションといいますと、入札と競り売り

の両方を指す場合と競り売りだけを指す場合が

ありますが、競り売りだけを指している場合が

多いように思われます。

オークションの歴史は古く、ローマ時代には、

商品の売却の一手法として成立していました。

オークションという言葉もラテン語のauctio

に由来しています。

ローマ帝国の崩壊後、オークションは一時期

廃れますが、中世ヨーロッパで強制執行の方法

として復活します。また、近代に入ると貿易さ

れた商品の売買に用いられるようになります。

我が国との関係では、長崎や平戸から輸出され

た陶磁器がオランダのデルフトなどでオークシ

ョンにかけられ、ヨーロッパ各国の王侯貴族の

宮殿に飾られるようになりました。

18世紀に入ると、サザビーズやクリスティー

ズといったオークション会社が設立されます。

我が国においても、江戸時代に生鮮食料品の

競り売りなどが行われ、ある種のオークション

に近いものがあったとみられ、当時「糶」とい

われていました。これは、漢文では米を売ると

いう意味で「ちょう」と呼ばれていましたが、

次第に「せり」という訓がふられるようになり、

江戸時代においては、行商という意味やその場

で売るという意味もありました。流通が整備さ

れていなかったこの当時、鮮度の問題や品質の

不統一の問題があり、生鮮食料品はその場で、

値段を競争させて売ったことによるもののよう

です。このような売り方では、専門家でないと

分からない符丁を使ったりすることもあり、ヨ

ーロッパで行われているように広く参加を求め、

公開の場で値段を決めていくオークションの手

続とは違っていたようです。

また、この当時、身
しん
代
だい
限
かぎ
り（今でいう破産に

近いものと思われます。）において入札の方法

がとられていたため、これが明治時代になって
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も引き継がれました。明治10年に「租税不納処

分法」が制定され、地租などを滞納した場合の

土地の売却方法として「公売」という言葉が用

いられています。

ヨーロッパで行われているオークションの考

え方を制度として持ち込んだのは、我が国の民

法の父ともいうべき、フランス法学者ボワソナ

ードだと思われます。

ボワソナードは、民事執行のためにフランス

のオークションの方法を導入しようとしました。

興味深いのは、フランスと同様にオークション

の買受申込みの時間をローソクを灯して計ると

いうものでした。

フランスの税務行政にならい、国税の徴収に

オークションの考え方が制度として入ってきた

のは、明治22年の国税滞納処分法で、動産類に

ついては、オークションが認められました。さ

らに、フランスにおいては、オークションは専

門家に行わせることとしておりましたので、こ

の制度も導入され、「競売人」を選任してオー

クションを行うこととしました。この制度が現

在でも生きています。

⑵ 国税の滞納整理と公売

ところで、国税の滞納は、様々な取組によっ

て、平成10年度末をピークに７年連続で減少し

ていますが、17年度末で約１兆８千億円と依然

として高水準にあるため、引き続き、滞納国税

の圧縮に努めているところです。そして、滞納

国税を圧縮する方策の一つとして、公売に関す

る取組があります。

公売の売却率は、特に不動産等について決し

て高いといえる状況でない（平成17事務年度：

42.7％）ため、これを如何に向上させていくの

かが課題になっています。公売の売却率を向上

させるためには、買受人の利便性の向上を図る

とともに、積極的な公売広報が必要です。

その一方で、公売は、納税者の意思にかかわ

らず、その財産を強制的に売却する制度ですか

ら、納税者の権利・利益に重大な影響を及ぼす

ことになるため、国税当局としては、法令の規

定に基づき手続の適正性を十分確保した上で、

効果的・効率的に実施していくことも必要とな

っています。

こうしたことを踏まえ、公売に関する様々な

取組を行っており、国税庁において現在実施し

ているインターネット公売をはじめとした取組

をご紹介したいと思います。

２．公売手続の流れ

公売に関する取組をご説明する前に、公売手

続についてご説明します。公売手続は、近年の

インターネットの普及や平成19年度の税制改正

により買受人の利便性の向上が図られた点があ

りますので、その点を含め全体の流れをご説明

します。

⑴ 公売公告・見積価額公告

公売公告は、公売財産を高価・有利に売却す

るため、多くの方に公売の内容をお知らせする

もので、公売財産の内容、公売の日時・場所、

公売保証金（見積価額の10％以上の額）等につ

いて公告するものです。また、見積価額公告は、

公売財産の見積価額（最低売却価額です。）に

ついて公告するものです。いずれも法令に定め

平成18年３月に名古屋国税局において実施さ

れた競り売り
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る公売日の一定期間前に公売を実施する国税局

や税務署の掲示板などに掲示され、これに併せ

て様々な媒体を使って積極的な公売広報を行っ

ています。

⑵ 公売保証金の提供

買受申込者は、買受申込みに先立って、あら

かじめ定められた公売保証金を提供しなければ

なりません。

なお、公売保証金の提供方法は、これまでは

現金等により納付する方法しか認められていま

せんでしたが、平成19年度税制改正により、買

受申込者と銀行等税務署長が相当と認める者

（以下「保証銀行等」といいます。）との間で

公売保証金の納付を保証する旨の契約が締結さ

れたことを証する書面（納付保証委託契約証明

書）を提出する方法（以下「納付保証による方

法」といいます。）が認められることとなりま

した。この方法は、買受人にとって利便性の向

上が図られるとともに、国税当局にとっても、

現金等の取扱いがなくなり、事務負担の軽減が

図られるなどのメリットがあります。

⑶ 公売

先ほどもご説明しましたように、公売の方法

には、入札と競り売りがあり、買受人になるべ

き資格を有することになる最高価申込者を決定

するまでの手続に違いがあります。

さらに、入札と競り売りには、それぞれ期日

入札、期間入札と期日競り売り、期間競り売り

とがあります（表１参照）。これまでの競り売

りは、実際の公売会場で実施していたため、事

実上、２日以上の競り売り期間を設ける期間競

り売りを行うことができませんでしたが、イン

ターネットを利用するインターネット公売では、

こうした制約がなくなります。

⑷ 最高価申込者の決定

公売の結果、見積価額以上でかつ最高の価額

による入札者又は買受申込者を最高価申込者と

して決定します。

最高価申込者を決定した場合、これまでは、

その氏名及び価額を実際に呼び上げることと解

されていました。この制度は、オークションに

ついて定めているドイツの法制に由来するもの

で、ドイツでは３回呼び上げることで手続の透

明性を確保することとしています。平成19年度

税制改正により、インターネットを利用して告

知することも認められ、必ずしも口頭で呼び上

げる必要がないことが明確にされました。

⑸ 売却決定

売却決定は、あらかじめ定められた日時に最

高価申込者に対して行います。

⑹ 買受代金の納付

買受人は、売却決定後、あらかじめ定められ

た期限までに買受代金を納付することにより、

公売財産を取得します。

買受代金の納付期限は、原則として売却決定

の日で、これまでは10日まで延長することが認

められていましたが、平成19年度税制改正によ

り、30日まで延長することができるようになり

ました。

(表１）

期日入札

１日のうちの入札期間内に入札

書を提出した後、同日中に開札を

する入札入

札

期間入札

２日以上の連続した入札期間に

入札書を提出した後、開札期日に

開札をする入札

期日競り売

り

買受申込みをすることができる

始期を定めて、１日のうちに順次

買受申込みをする競り売り競
り
売
り 期間競り売

り

２日以上の連続した競り売り期

間内に、順次買受申込みをする競

り売り

ファイナンス 2007．6

国税の公売に対する最近の取組

39



３．公売の実施方法に関する取組

公売財産を高価・有利に売却するには、買受人

の利便性の向上を図ることが重要であり、この

ため、公売の実施方法に関する様々な取組を行

っていますので、こうした取組をご説明します。

⑴ 公売の実施方法の多様化

～期間入札・競り売りの実施～

公売の実施方法には、先ほどご説明しました

ように、複数の方法がありますが、従来は、期

日入札以外はほとんど行われていませんでした。

期日入札は、その場で買受人となるべき最高価

申込者が決定されますので、迅速に公売財産を

売却することができ、買受人も早期に公売財産

を買い受けることができるといったメリットが

あります。その一方で、公売日にわざわざ国税

局や税務署に赴かなければならないといったデ

メリットもあります。

そこで、平成16年ころからは、入札期間を７

日以上（現在、おおむね１か月で行っていま

す。）にした上で、入札書の提出を郵送等で行

うことができる期間入札を本格的に開始しまし

た。期間入札には、期日入札と逆のメリット・

デメリットがあるほか、入札期間中入札書の管

理をしなければならないといった事務負担があ

りますので、現在は、両者のメリット・デメリ

ットを考慮しつつ、期日入札と期間入札のいず

れかを選択して実施しています（平成17事務年

度においては、入札のうち２割強を期間入札の

方法で実施しています。）。

また、東京・名古屋国税局では、著名作家の

陶器や超高額な宝石などを含む動産類について、

平成18年３月、４月、６月、11月の合計４回競

り売りを実施しました。競り売りは、長い間実

施しておらず、具体的な実施方法については手

探りの状態の中でした。競り売りには、動産類

など買受希望者の競争が激しいと認められる財

産には適していると考えられていますが、実際

に開催してみると、４回のうち３回は‘完売’と

非常に好調でありました（４回合計の売却率は、

89.1％。）。今回実施するインターネット公売は、

期間競り売りの形式ですから、執筆時点では分

かりませんが、結果が期待されるところです。

⑵ 公売の集中化

～一斉集中公売、合同公売～

公売は、国税局や税務署が単独で行うのが原

則ですが、複数の国税局や税務署が同時に同一

の公売の会場で実施することにより、多数の公

売財産を公売することができますので、多数の

買受希望者を誘引することが期待できます。

ところで、国税の滞納は、戦前にはそれほど

多くなかったようですが、戦後、大幅に増加し

続け、その処理が問題になり、この当時、常設

公売場が設置されていました。これも我が国の

国税徴収法に大きな影響を与えたフランス法の

影響によるものと考えられます。東京の品川、

恵比寿、横浜をはじめ全国で９か所に設置され

た常設公売場では、常時動産の公売財産を置い

て誰もが容易に公売に参加できるようにしてい

ました。ただ、常設公売場は、コストもかかっ

たようで、その後廃止されました。

現在は、東京・大阪国税局では、全国の国税

局・税務署による一斉集中公売を年２回実施し

ており、このほか、国税局と税務署、複数の税

務署での合同公売も実施しています。

⑶ 特定の種類の公売財産を集めた公売

～農地・リゾート地域所在物件の同

時公売～

公売財産には様々な種類のものがありますが、

これまでの公売においては公売財産の種類に応

じた公売は実施していませんでした。

そこで、関東信越国税局では、買受人となる

ことが期待される対象を絞り込んだ公売財産を

同時に公売するため、平成18年11月に、農地の

同時公売を期間入札の方法により実施し、通常
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では売却しにくいはずの農地を予想以上に売却

することができました（売却率：41.9％）。

平成19年５月には、関東信越国税局を中心に、

複数の国税局が同時にリゾート地域所在物件の

同時公売を期間入札の方法により実施し、中高

年層のリゾート地への関心の高まりを背景に、

マスコミ各社に大きく取り上げられ、売却率も

58.9％と好調でした。

４．国税庁公売情報ホームページ

公売について多くの方に知っていただくため、

積極的な公売広報を行っており、最もその効果

が期待されるのが国税庁公売情報ホームページ

ですので、ご紹介します。

⑴ 公売公告とインターネットの普及

公売公告については、国税滞納処分法以前の

明治初期は江戸時代さながらに、木の高札によ

り行っていました。

これがフランスの徴収制度の影響の下に生ま

れた国税滞納処分法では、税務当局の庁舎内で

公告するという方法がとられるようになり、こ

れが現在の国税徴収法にも引き継がれています。

このような公告を行う趣旨は、差押財産を高

価・有利に売却することもありますが、公売手

続の適正性を担保するためという趣旨が強かっ

たのではないかと思います。

税務署で行う公売では、税務署の掲示板に公

売公告をしても、普通の方は、いつ、どこで、

どのようなものが公売に付されるのかなかなか

関東信越国税局を中心に実施したリゾート地域にある物件の公売情報
（平成19年３月31日読売新聞（東京本社版）朝刊38面より）
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知り得ません。このため、公売財産の情報を冊

子にしてまとめた公売広報誌を作成して配布し

たり、住宅情報誌や日刊新聞などの媒体に公売

情報を掲載したりしていますが、こうした広報

媒体を利用した広報には、コスト面での限界が

あります。

このような状況を大きく変えるのがインター

ネットの登場です。

インターネットは、米国が核攻撃を受けた場

合に、通信網が寸断されてもなお通信を可能に

し、反撃を可能とするような通信網をという構

想を基礎に開発が進められ、1960年代から研究

機関間で使用されるようになりました。この時

代のインターネットは、テキストベースを利用

していましたが、米国の学生が、これに画像情

報を取り込むことができるようにしました。そ

のためのアプリケーションとして作られた

「Mosaic」は、無償で配布され、世界中に拡

大します。これにより、研究者だけでなく、誰

もが画像を世界中に瞬時に配布できるようにな

り、情報通信の一大変革が生じます。

このMosaicを開発した学生は、その後ネッ

トスケープコミュニケーションズという会社を

設立し、インターネット用のブラウザを世界中

に配布しました。その後、Mosaicと日本の映

画の人気者GozillaをもじったMozillaという

公的団体が組織され、今でもFirefoxという

無償で、幅広いOSで利用可能なブラウザソフ

トを配布しています。

最近のブラウザの技術では、画像のみならず、

音声、動画情報も伝えることができるようにな

っており、今後も技術革新が続きそうです。

⑵ 国税庁公売情報ホームページによる

公売情報の提供

国税庁としても、このようなインターネット

技術の発展を利用するべく、各国税局のホーム

ページに公売情報を掲載し、より広範かつ効果

的な広報を行うようになりました。しかし、各

国税局で掲載される情報がまちまちで、全国的

な公売財産の検索を行うことはできませんでした。

そこで、平成18年８月に国税庁ホームページ

に「公売情報ホームページ」（http://www.

koubai.nta.go.jp/）を開設し、基本的にすべて

の国税局及び税務署で実施する公売に関する情

報を一元的に提供するようになりました。これ

により、所在地別や物件の種類ごとに検索する

ことができるようになったほか、地図情報や写

真情報も掲載されており、公売情報が質量とも

に充実しています。

また、アクセス数は、運用開始前は月平均約

14千件であったものが平成19年３月には約136

千件と飛躍的に伸びており、最近の公売に関す

る報道と併せてこうした積極的な広報を行った

結果、公売に対する社会的関心も高まっている

ものと考えています。

５．インターネット公売

インターネット公売は、インターネットを利

用することにより、買受人の利便性の向上が図

られるだけでなく、広報効果も期待されること

から、本年６月に第１回目を実施することとし

ていますので、ご紹介します。

各国税局で作成している公売広報誌
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国税庁公売情報ホームページのトップ画面（サンプル、平成19年５月31日現在）
(http://www.koubai.nta.go.jp/)
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⑴ インターネットオークションの普及

先ほども説明しましたように、オークション

はヨーロッパでは古くからある商品の売却方法

ですが、これを現代における商取引の手法とし

て普通の方々でも利用するようになったのは、

インターネット技術の発展によるところが大で

す。

インターネットを使ったオークションを開発

するきっかけについては、まるで現在のおとぎ

話のような話があります。

このオークション用のウェブアプリケーショ

ンを開発したのは、フランス出身の技術者のピ

エール・オミディアーですが、彼の婚約者は、

PEZ（ペッツ）というお菓子の容器のコレク

ターでした。日本にもコレクターがいるかもし

れませんが、アニメ・キャラクターなどをあし

らったPEZの容器は、世界中に収集するファ

ンがいるコレクターアイテムのようです。その

婚約者のために、彼は、インターネット上で動

くアプリケーションで、インターネットブラウ

ザを通じて商品の出品、買受申込みを不特定多

数の人間ができるものを開発しようとしたのが

動機だというのです。ただ、この開発秘話が史

実なのか、現代のおとぎ話なのか確認のしよう

がありません。

そして、オミディヤーがこのアプリケーショ

ンを開発したのは、1995年のことです。彼は、

アプリケーションを実際に試してみるべく、壊

れたレーザポインタを出品したところ、最初は

反応がなかったのですが、インターネットで情

報を得た人々が次第に参入し、最終的には14ド

ル83セントで売却できました。これで彼はイン

ターネットオークションの成功を確信し、これ

を事業化しました。この事業を引き継いでいる

のが世界最大のインターネットオークション業

者といわれているeBayで、米国の州税の公売

も行っています。

このようなインターネットオークションの開

発秘話やその後の発展をみると、インターネッ

ト公売では、これまで国税庁が行っていた高級

な物品でなくても、売却できることを示唆する

のではないかと思います。

ドイツでは、政府が自らインターネットオー

クションサイトを運営しています。このサイト

に出品されている物品は、eBayにも劣らぬ多

様なものがあり、興味深いものとしては、日本

の漫画、パソコン、重機のようなものまで出品

されています。

お隣の韓国では、国有財産と合わせて差し押

さえられた不動産がインターネットオークショ

ンで売却されています。

このように、インターネットオークションを

使うことでかなり広範な財産を公売することが

できることがわかります。

国税庁としましては、こうした状況に加え、

平成19年度の税制改正において、インターネッ

ト公売の円滑な実施が可能となる国税徴収法の

改正が行われたことを踏まえ、今回インターネ

ット公売を実施することにしましたので、その

取組を以下ご紹介します。

⑵ 国税庁におけるインターネット公売

インターネット公売については、民間のネッ

トオークション市場が活況を呈していることを

踏まえ、買受人の利便性の向上を図り、公売財

産の高価・有利な売却を実現するべく、民間の

オークションサイトを利用する方法で実施する

こととしました。

そこで、平成19年１月にオークションサイト

運営業者に係る一般競争入札を行い、ヤフー株

式会社が落札しましたので、平成19年度は

「Yahoo オークション」の「官公庁オーク

ション」サイトを利用して、第１回目を６月に

実施することとしました。

インターネット公売は、オークションサイト

運営業者を競り売り人に選任の上、従来、書面、

口頭等で行われていた買受申込みなどの公売手

続についてインターネットを利用して行う期間
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競り売りです。

インターネットを利用する手続には、①事前

の公売参加申込み、②競り売りに係る買受申込

み、③最高価申込者の氏名等の告知があり、こ

れ以外の手続、すなわち、公売公告（ただし、

原則として公売情報ホームページを利用して同

様の情報を公開しています。）、買受代金の納付、

公売財産の引渡しは、従来どおり書面等で行う

ことになります。

また、公売保証金の提供方法は、現金等によ

り納付する方法に加え、オークションサイト運

営業者を保証銀行等とする納付保証による方法

も認めています。この方法は、買受希望者がク

レジットカードの決済機能を利用して、オーク

ションサイトの画面に必要事項を入力すること

で手続がすみますので、クレジットカードの与

信枠があれば基本的にどなたでもご利用できま

す。

このように、インターネット公売は、買受人

にとって、インターネットを利用することによ

り場所的・時間的な制約が軽減され、多くの方

が公売に参加しやすくなります（表２参照）。

第１回目のインターネット公売では、貴金属、

絵画などの動産類に限定して実施していますが、

今後、第２回目（本年９月以降）以降に不動産、

自動車、ゴルフ会員権等について実施できるか

検討していき、本年度は、合計で４回のインタ

ーネット公売を実施する予定です。

６．今後の課題

以上ご説明しましたように、公売に関して

様々な取組を実施しているところですが、効果

的・効率的な公売実施に配意しつつ、公売の売

却率の向上を図るため、買受人の利便性の向上

にはどのような方策があるのか、また、インタ

ーネットについては、Web2.0というような大

きな技術革新が現在進行しているところですの

で、こうしたことも踏まえ、より効果的な公売

広報にはどのような方法があるのか等について、

引き続き検討・実施していきたいと考えていま

す。

なお、文中意見にわたる部分は私見であるこ

とをお断りしておきます。また、内容は執筆時

点（平成19年６月１日）のものです。

【平成19年６月に実施するインターネット公売の
際の公売日程】

区 分 日 程

公売公告・見積価額公告 平成19年５月７日

事前の公売参加申込期間 平成19年５月17日～30日

公売保証金の提供期限 平成19年６月１日

競り売り期間 平成19年６月５日～７日

最高価申込者の決定 平成19年６月12日

売却決定 平成19年６月12日

買受代金の納付期限 平成19年６月19日

※ 公売参加申込みは、買受申込者を特定するため、

買受申込みに先立って、オークションサイト運営

業者を通じて買受申込者に公売への参加申込みを

していただくものです。

上記の公売保証金の提供期限は、現金等により

納付する方法の場合です。納付保証による方法の

場合には、公売参加申込期間中にオークションサ

イト運営業者に契約を申し込む必要があります。

(表２）

公売
手続 区分 インターネット公

売 通常の競り売り

場所
インターネット上
のオークションサ
イト

国税局・税務署の
庁舎内などの実際
の公売会場公売

参加
申込
み 期間

買受申込み開始
前の数日間（期間
内であれば24時間
申込みが可能）

買受申込み当日
の一定時間

公売
保証
金の
提供

方法

現金等により納
付する方法又はオ
ークションサイト
運営業者の納付保
証による方法

現金等により納
付する方法のみ

場所
インターネット

上のオークション
サイト

国税局・税務署
の庁舎内などの実
際の公売会場

買受
申込
み

期間

あらかじめ定め
られた数日間（期
間内であれば24時
間申込みが可能）

あらかじめ定め
られた時間に買受
申込みを開始し、
より高価な買受申
込みがない時点で
終了します。
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